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　福島第1原発事故を経ての社会的合意は“フク
シマを繰り返さない”ことです。そのための確実な
方法は原発をやめるべきです。命にかかわること
なのに、私たち自身、科学者と官僚にお任せしてき
たことの後悔もあるのではないでしょうか？
　最近の原発差止の司法判断では、フクシマ事故
直後の差止め認容決定・判決がすべて覆り、昨年・
今年と旗色が悪くなっています。これらの判決の特
徴はフクシマの被害に真摯に向き合わないことで
す。今、政府は、「年間20mSv受忍」論、風評被害論
などを使って帰還政策を進め、あげくは東京五輪
を「復興五輪」などと称して、あたかもフクシマは
終わったことにしようとしています。
　しかし、フクシマ事故の甚大な被害は8年以上
経過しても終わりません。私たちは、そのことを準

備書面64で主張し、今回、昨年5月27日の生業訴
訟控訴審の仙台高裁での現地進行協議の結果を
踏まえて、具体的に主張しました。帰還困難区域、
避難指示が解除された居住制限区域、その境界
付近の方ともに甚大な取り返しのつかない被害を
受け、国や東京電力が「復興が進んでいる」と言っ
ても、現実には帰還が進まない実態が明らかとな
りました。
　また、今回、九電が5つのカルデラについて地下
マグマが溜まっていないから火山の破局的噴火
の危険性がないとの詳細な主張をしていることに
対し、地下マグマの現状で破局的噴火の可能性の
有無等を測ることはできないとの反論をしました。
また、水蒸気爆発の危険性では、九電が国際実験
で水蒸気爆発が起こったのは実機の温度と違う条
件だったからと主張していますが、九電の主張自
体、実験結果報告書の読み間違いだと反論してい
ます。
　さて、2019年末には原発を巡る矛盾が極限に近
いくらいに高まりました。政府等は原発に固執して
いますが、今に状況がガラッとかわる時期が来る
と思います。それは、原発に反対する多数の市民
の声、避難等に不安不満を持つ自治体関係、原発
は経済的に終わりと考える経済界の合理派の人々
などに依拠したものです。あきらめずに、その状況
を切り開くために2020年も頑張りましょう。

第31回 口頭弁論を終えて
原発なくそう！九州玄海訴訟弁護団弁護団幹事長　東島 浩幸

口頭弁論を終えて第31回
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　皆様、明けましておめでとうございます。
　2020年を脱原発への実りある年にするために本
年もどうぞよろしくお願いします。

　まず2019年までの活動の総括について申し上げます。
　2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所の
爆発による未曽有の甚大な放射能被害の発生を目
の当たりにして、私たちは2012年1月31日、日本から
すべての原発をなくすために原発再稼働反対、すべ
ての原発の廃炉を目的に、国と九州電力を被告にし
て、玄海原子力発電所の運転差し止めを求めて、
1704名の参加で玄海原発の運転差し止め訴訟を提
起しました。裁判官に過去の原発裁判の判例にとら
われず、脱原発を求める世論の大きさを知ってもら
い、良心に従って安心して裁判をして貰うために1万
人の原告をめざした本訴訟は2015年11月19日、1万
人原告を達成しました。その後も原告団弁護団の地
道な運動で仲間の原告が増え、2019年12月末時点
で10345名の大規模原告団になり、訴訟は8年目を迎
え、裁判所での口頭弁論は31回を重ねています。
　毎回の裁判についてはその都度、その内容を原告
団ニュースで皆様にご報告していますので、ご覧に
なってください。

　さて、私たちが原発ゼロをめざした裁判闘争を進
めている一方で、原発ゼロ目標を掲げた民主党政権
に代わって登場した第2次安倍政権は、企業が世界
で一番活動しやすい国づくりを目指し、原発による発
電を国の重要なベースロード電源と位置付け、しか
も本年開催される東京オリンピックを復興五輪と宣
伝して、フクシマの原発事故被害が終息したかのよ
うに喧伝して被害を一方的に切り捨て、原子力規制
委員会の新規制基準に適合した原発の再稼働を強
引に進めています。それに従い、九州電力は2015年
に川内原発1、2号機を再稼働させ、2018年3月と6月
には玄海原発3、4号機も再稼働を強行しました。玄

海原発の運転差し止めを求める私たちは、その再稼
働に先立ち、再稼働を阻止するために裁判所に仮処
分の申立てを、本訴訟とは別に行いました。
　ところが、佐賀地裁が2018年3月申立てを却下する
不当決定をしていましたので、昨年私たちはその抗
告審を福岡高裁で闘いました。高裁では終始、道理
ある説得的な主張を展開しましたが、福岡高裁は9月
またもやフクシマの被害を一顧だにせず、新規制基
準を充たしている等として抗告を棄却する不当決定
をしました。これに対して、弁護団は「決定は、玄海原
発の危険性を示す事実を無視した行政追従の判断
であり、3.11事故前の司法判断かと見紛うばかりの判
断であり、断じて受け入れることはできない。フクシ
マの悲劇を二度と繰り返さないために、我々は、玄海
原発3・4号機が廃炉となる日まで、今後も闘い続けて
いく。」という声明を出しています。
　昨年2019年8月弁護団の呼びかけで、再稼働反対
の世論を高めるために開催された福岡県弁護士会
での樋口英明元裁判官（2014年に大飯原発の運転
差し止め判決をした裁判長）の講演会には予想をは
るかに上回る市民が参加されました。私たちは、再稼
働反対、脱原発の思いが大多数の市民の共通の思
いであることを改めて実感しました。
　私たちは、ここに確信を持って、2020年の「なくそう
原発！九州玄海訴訟」の闘いを意気高く進めていく必
要があると思っています。

2020年の私たちの課題について
⑴更に「圧倒的多数の人々とともに脱原発を」

追求していきましょう！

　私たちは長年続けられてきた原発推進政策に対
抗すべく、「1万人原告訴訟」の方針を打ち出し、それ
を達成しました。それは、福島第一原発事故後の脱
原発世論の強さの反映でもあります。政権与党支持
の人も含めて「脱原発」「原発は危険」は多数を占め
ています。しかし、その世論の内容は十分ではなく、

多くは「徐々に脱原発」「再生可能エネルギーは不安
定だ」というところに留まっています。私たちは、これ
を、「原発は必要悪というよりも絶対悪である」ことを
はっきりさせ、“原発なしで明るい未来”というものを
確信できる取り組み（例えば、エネルギーシフトの実
践的講演会、再生可能エネルギー普及の活動など）
を行う必要があります。原告団としても、内々での勉
強も大事ですが、外に向かって世論を広げる活動を
しつつ、1万人いる原告団が実質的に活動する原告
団を作っていきましょう！

（2）フクシマの被害を徹底的に明らかにして

行く課題です

　裁判の弁論では、フクシマの被害者の意見陳述を
するようにしています。フクシマの被害の徹底的な暴
露は、国や電力会社の被害の矮小化と隠ぺいに対し
て闘う基本姿勢です。個々の被害とその被害の特質
の把握を統一的にやっていき、それを周りに広める
努力をして行きましょう！
　この運動は、今、裁判所に支配的になっている「社
会通念論」を打破するために有効であり、必要不可
欠な課題です。そのためには、私たち原告団と福島
原発事故被害者の全国連絡団体などとの交流を進
めるなどの活動も必要だと思います。

（3）国会で原発ゼロ基本法の成立を促進させ

るための運動が必要です。

　私たちの裁判の目的はすべての原発の廃炉です。
その意味では裁判は政策形成訴訟とも言ってよいと
思います。司法は脱原発への唯一の手段ではなく、
脱原発の法律こそ重要です。
　福島第1原発事故後にドイツは政治的選択として
原発廃止を決めています。日本でも脱原発の世論と
運動の高まり、市民運動と野党共闘の進展で2018年
3月に野党4党共闘で原発ゼロ基本法案が国会に共
同提出されています。しかし、自公政権の強い反対で
一度も審議入りされていません。
　このために、私たちも脱原発基本法を成立に向か
わせるための取り組み、例えば、各政党や専門家を
招いてのシンポ・討論会の開催などの取り組みをす
べきだと思います。その中には、経済界の人々の中に
いる脱原発派（原発が危険というだけでなく、経済的
観点からも原発ゼロにすべきだとか、再生可能エネ

ルギーシフトすべきだという人々）もいっしょに運動
することを目指していくべきだと思います。

（4）地元自治体への取り組み

　2019年初頭に原告団弁護団は、玄海原発から30
㎞圏内のすべての自治体基礎自治体及び他の佐賀
県内のすべて基礎自治体に公開アンケートをしまし
た。その結果、実効的な避難ができるのか否かを中
心に自治体に不安・懸念が強いことが判明しました。
原発は絶対に事故を起こさない、放射能漏れを生じ
させない、とは政府や電力会社も言えません。この取
り組みで首長と面会して話すと、相当突っ込んだ意見
交換も可能です。従って、被害自治体への働きかけは
毎年行うべきです。立地自治体ではなく広範囲の自
治体が原発運転の利害に関わっている当事者なの
だという認識をもっと強めていきましょう。多くの被
害自治体が声を上げれば、国や電力会社がお金で丸
め込むことも難しくなって行きます。

（5）裁判所への働きかけとしては以下のこと

をはっきりわかりやすく主張して行きます。

①原発事故の被害は甚大であり、かつ、事故発生確
率も低くないこと。
②前提として、それに見合った判断枠組みを取るの
が合理的であること（これらについては樋口元裁判
長が講演で示唆しています）
③地震、津波、火山の破局的噴火、火山灰の降下、水
蒸気爆発、水素爆発等の科学的議論では、常識と知
性ある者であれば理解できる科学論を展開すること。
④玄海原発差止め仮処分申立では、裁判所は「社会
通念論」という「ことば」で原発の危険性を否定する
ようになっています。例えば、「規制委員会の新規制
基準は、我が国の自然災害に対する原発の安全性に
ついての社会通念が反映されている」などです。私た
ちはこの社会通念論の誤りを明かにする取り組みが
必要になっています。

　また、裁判期日には圧倒的多数の皆さんが参加し、
裁判所に私たちの主張が正義であることを理解して
もらう様にしたいと思っています。
　今年も団結と連帯を大事にしながら、脱原発へ展
望のある年にしていきましょう！

共同代表　弁護士　椛島 敏雅



3

2020年の私たちの闘いの課題

　皆様、明けましておめでとうございます。
　2020年を脱原発への実りある年にするために本
年もどうぞよろしくお願いします。

　まず2019年までの活動の総括について申し上げます。
　2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所の
爆発による未曽有の甚大な放射能被害の発生を目
の当たりにして、私たちは2012年1月31日、日本から
すべての原発をなくすために原発再稼働反対、すべ
ての原発の廃炉を目的に、国と九州電力を被告にし
て、玄海原子力発電所の運転差し止めを求めて、
1704名の参加で玄海原発の運転差し止め訴訟を提
起しました。裁判官に過去の原発裁判の判例にとら
われず、脱原発を求める世論の大きさを知ってもら
い、良心に従って安心して裁判をして貰うために1万
人の原告をめざした本訴訟は2015年11月19日、1万
人原告を達成しました。その後も原告団弁護団の地
道な運動で仲間の原告が増え、2019年12月末時点
で10345名の大規模原告団になり、訴訟は8年目を迎
え、裁判所での口頭弁論は31回を重ねています。
　毎回の裁判についてはその都度、その内容を原告
団ニュースで皆様にご報告していますので、ご覧に
なってください。

　さて、私たちが原発ゼロをめざした裁判闘争を進
めている一方で、原発ゼロ目標を掲げた民主党政権
に代わって登場した第2次安倍政権は、企業が世界
で一番活動しやすい国づくりを目指し、原発による発
電を国の重要なベースロード電源と位置付け、しか
も本年開催される東京オリンピックを復興五輪と宣
伝して、フクシマの原発事故被害が終息したかのよ
うに喧伝して被害を一方的に切り捨て、原子力規制
委員会の新規制基準に適合した原発の再稼働を強
引に進めています。それに従い、九州電力は2015年
に川内原発1、2号機を再稼働させ、2018年3月と6月
には玄海原発3、4号機も再稼働を強行しました。玄

海原発の運転差し止めを求める私たちは、その再稼
働に先立ち、再稼働を阻止するために裁判所に仮処
分の申立てを、本訴訟とは別に行いました。
　ところが、佐賀地裁が2018年3月申立てを却下する
不当決定をしていましたので、昨年私たちはその抗
告審を福岡高裁で闘いました。高裁では終始、道理
ある説得的な主張を展開しましたが、福岡高裁は9月
またもやフクシマの被害を一顧だにせず、新規制基
準を充たしている等として抗告を棄却する不当決定
をしました。これに対して、弁護団は「決定は、玄海原
発の危険性を示す事実を無視した行政追従の判断
であり、3.11事故前の司法判断かと見紛うばかりの判
断であり、断じて受け入れることはできない。フクシ
マの悲劇を二度と繰り返さないために、我々は、玄海
原発3・4号機が廃炉となる日まで、今後も闘い続けて
いく。」という声明を出しています。
　昨年2019年8月弁護団の呼びかけで、再稼働反対
の世論を高めるために開催された福岡県弁護士会
での樋口英明元裁判官（2014年に大飯原発の運転
差し止め判決をした裁判長）の講演会には予想をは
るかに上回る市民が参加されました。私たちは、再稼
働反対、脱原発の思いが大多数の市民の共通の思
いであることを改めて実感しました。
　私たちは、ここに確信を持って、2020年の「なくそう
原発！九州玄海訴訟」の闘いを意気高く進めていく必
要があると思っています。

2020年の私たちの課題について
⑴更に「圧倒的多数の人々とともに脱原発を」

追求していきましょう！

　私たちは長年続けられてきた原発推進政策に対
抗すべく、「1万人原告訴訟」の方針を打ち出し、それ
を達成しました。それは、福島第一原発事故後の脱
原発世論の強さの反映でもあります。政権与党支持
の人も含めて「脱原発」「原発は危険」は多数を占め
ています。しかし、その世論の内容は十分ではなく、

多くは「徐々に脱原発」「再生可能エネルギーは不安
定だ」というところに留まっています。私たちは、これ
を、「原発は必要悪というよりも絶対悪である」ことを
はっきりさせ、“原発なしで明るい未来”というものを
確信できる取り組み（例えば、エネルギーシフトの実
践的講演会、再生可能エネルギー普及の活動など）
を行う必要があります。原告団としても、内々での勉
強も大事ですが、外に向かって世論を広げる活動を
しつつ、1万人いる原告団が実質的に活動する原告
団を作っていきましょう！

（2）フクシマの被害を徹底的に明らかにして

行く課題です

　裁判の弁論では、フクシマの被害者の意見陳述を
するようにしています。フクシマの被害の徹底的な暴
露は、国や電力会社の被害の矮小化と隠ぺいに対し
て闘う基本姿勢です。個々の被害とその被害の特質
の把握を統一的にやっていき、それを周りに広める
努力をして行きましょう！
　この運動は、今、裁判所に支配的になっている「社
会通念論」を打破するために有効であり、必要不可
欠な課題です。そのためには、私たち原告団と福島
原発事故被害者の全国連絡団体などとの交流を進
めるなどの活動も必要だと思います。

（3）国会で原発ゼロ基本法の成立を促進させ

るための運動が必要です。

　私たちの裁判の目的はすべての原発の廃炉です。
その意味では裁判は政策形成訴訟とも言ってよいと
思います。司法は脱原発への唯一の手段ではなく、
脱原発の法律こそ重要です。
　福島第1原発事故後にドイツは政治的選択として
原発廃止を決めています。日本でも脱原発の世論と
運動の高まり、市民運動と野党共闘の進展で2018年
3月に野党4党共闘で原発ゼロ基本法案が国会に共
同提出されています。しかし、自公政権の強い反対で
一度も審議入りされていません。
　このために、私たちも脱原発基本法を成立に向か
わせるための取り組み、例えば、各政党や専門家を
招いてのシンポ・討論会の開催などの取り組みをす
べきだと思います。その中には、経済界の人々の中に
いる脱原発派（原発が危険というだけでなく、経済的
観点からも原発ゼロにすべきだとか、再生可能エネ

ルギーシフトすべきだという人々）もいっしょに運動
することを目指していくべきだと思います。

（4）地元自治体への取り組み

　2019年初頭に原告団弁護団は、玄海原発から30
㎞圏内のすべての自治体基礎自治体及び他の佐賀
県内のすべて基礎自治体に公開アンケートをしまし
た。その結果、実効的な避難ができるのか否かを中
心に自治体に不安・懸念が強いことが判明しました。
原発は絶対に事故を起こさない、放射能漏れを生じ
させない、とは政府や電力会社も言えません。この取
り組みで首長と面会して話すと、相当突っ込んだ意見
交換も可能です。従って、被害自治体への働きかけは
毎年行うべきです。立地自治体ではなく広範囲の自
治体が原発運転の利害に関わっている当事者なの
だという認識をもっと強めていきましょう。多くの被
害自治体が声を上げれば、国や電力会社がお金で丸
め込むことも難しくなって行きます。

（5）裁判所への働きかけとしては以下のこと

をはっきりわかりやすく主張して行きます。

①原発事故の被害は甚大であり、かつ、事故発生確
率も低くないこと。
②前提として、それに見合った判断枠組みを取るの
が合理的であること（これらについては樋口元裁判
長が講演で示唆しています）
③地震、津波、火山の破局的噴火、火山灰の降下、水
蒸気爆発、水素爆発等の科学的議論では、常識と知
性ある者であれば理解できる科学論を展開すること。
④玄海原発差止め仮処分申立では、裁判所は「社会
通念論」という「ことば」で原発の危険性を否定する
ようになっています。例えば、「規制委員会の新規制
基準は、我が国の自然災害に対する原発の安全性に
ついての社会通念が反映されている」などです。私た
ちはこの社会通念論の誤りを明かにする取り組みが
必要になっています。

　また、裁判期日には圧倒的多数の皆さんが参加し、
裁判所に私たちの主張が正義であることを理解して
もらう様にしたいと思っています。
　今年も団結と連帯を大事にしながら、脱原発へ展
望のある年にしていきましょう！
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原告 内藤 哲さん
（福島原発事故避難者訴訟原告）

　本日は、福島原発事故による放射性核種汚染のため
神奈川県から福岡県に避難移住してきた者として意見
を述べさせていただきます。
　ちなみに私は福島県白河市の出身で実家にはいま
だ母と兄家族が暮らしています。
　2011年3月11日、福島第一原発がメルトダウンし過
酷事故を起こしました。
　当時私は妻と1歳になったばかりの長男と三人で鎌
倉市に住んでいました。4月から長男が通うことになっ
ていた鎌倉市の保育園の園庭は放射性物質に汚染さ
れ土を入れ換える除染が行われました。
　今は風化させられようとしていますが、当時東北地
方はもとより首都圏を中心に関東・甲信越・東海の各地
方では次から次に汚染の実態が明らかにされ人々は
報道に釘付けになり不安と恐怖で戦慄していました。
　東京都民の水道水を供給する金町浄水場をはじめ
関東各地の浄水場が放射性ヨウ素で汚染され、鎌倉市
を含む首都圏のスーパーマーケットやコンビニエンス
ストアーからペットボトルの水が消え去りました。埼玉
の明治乳業の工場で製造した粉ミルクに乾燥工程で
大気中の放射性物質が混入し40万缶を回収。関東各県
の農産物や魚からも放射性物質が検出され出荷停止。
静岡のお茶も出荷停止になりました。人々は安全な食
べ物を手に入れるため戦々恐々となり、お店には東北・
関東産の農産物が山積みに売れ残っていました。それ
でもマーケットはある意味健全で一・二か月のうちに消
費者のニーズに合わせて西日本の農産物やノルウェー
やアラスカ産の海産物が棚に並ぶようになりました。
　放射性降下物が直接付着したものは出荷停止処分
になりましたが、翌年から同じ圃場で採れたものは土壌
汚染があるにもかかわらず信憑性のない基準値が設け
られ今では普通に流通させられています。そして被曝地
の農林水産物が敬遠されるにつき政府やマスコミは
「風評被害」という言葉を好んで口にするようになりまし
た。しかし現実に土壌汚染や海洋汚染がある以上「風評
」ではありません。もし本当に風評というものがあるとし

たらそれは政府の言う何の根拠もない「安全」という言
葉のほうでしょう。「安全だ」という風評を信じて健康被
害が出ているとしたら政府はきちんと責任を取らなけ
ればなりません。
　敷地内のミニホットスポットで10μSv/hを計測した
福島県白河市の私の実家は福島第一原発から70km離
れています。玄海原発の70キロメートル圏内には佐賀
県・長崎県の各市町村の他、福岡県の福岡市・久留米市
も含まれます。また私の住んでいた鎌倉市は福島第一
原発から270kmほどのところにあります。静岡市にいた
っては360kmです。
　もし玄海原発で過酷事故が起きればその汚染範囲
の中に九州はすっぽり入ることになります。風向きによ
っては西日本全体が広範囲に汚染されます。
　事故の危険性には二つの評価があります。ひとつは事故
発生時の被害の大きさ、もうひとつは事故発生確率。
　原発がひとたび事故を起こせばその被害は広範囲
かつ長時間に渡り甚大なものとなるのはすでに周知の
事実です。
　では事故発生確率はどうか。1951年アメリカで発電
に成功した実験炉EBR-1から原発の歴史が始まったと
すると、レベル５以上の大事故だけでも1957年９月29
日にはソ連ウクライナで「キュテム事故」、同1957年10
月10日イギリスの「ウィンズケール原発事故」、1979年3
月28日アメリカの「スリーマイル島原発事故」、1986年4
月26日ソ連の「チェルノブイリ事故」、2011年3月11日日
本の「福島第一原発事故」と54年間で5つの深刻な事故
を起こしています。そのうちチェルノブイリと福島第一
はレベル7の過酷事故です。10年に一度ほど深刻な事
故を起こしていることになります。そして今福島の事故
から9年が経過しようとしています。
　日本のような世界の大地震の20パーセントを占める
地震大国で原発を動かす危険性を考えてみてください。
しかも日本の原発の耐震性は、民間の三井ホームの基
準地震動2933ガル、住友林業1584ガルと比べて一桁
低いのです。玄海原発の基準地震動は620ガルでしか

ありません。2000年以降熊本地震の最大加速度1584ガ
ルを含めて1000ガル以上の地震は16回起きています。
700ガル以上であれば29回です。
　恐ろしいと思いませんか？　つまり原発事故の事故
発生率はきわめて高いのです。ですから原発は事故発
生時の被害が大きいうえに事故発生率も高いきわめて
危険な存在と言わざるを得ません。
そのようなものを国民の命や健康と引き替えに企業の
利益追求のために存続させるのは憲法に反する行為
です。
　この国は欧州と違って主権者の健康と命を巨大資本
や米国に売り渡す国です。少なくとも今の政府は、原発
はもとより近頃耳にする５Gも発がん物質グリホサート
や神経毒ネオニコチノイド系農薬、あるいは食品添加
物や人工甘味料、遺伝子組み換え・ゲノム編集といった
危険性が疑われるものを予防原則を無視して無条件
に受け入れ、内外の企業の利益追求を優先しつづけて
けています。（利益追求は個人や企業に与えられた権
利だとしても他者の生命や健康・財産などの人権を侵
してまで行使されるべきものではありません。もはやア
ルコール依存症やギャンブル依存症と等しく「利益追
求依存症」は企業を侵す病理です。）
　予防原則を無視して国民に大きな被害が出たとして
も誰も責任をとろうとしません。責任を取らせる仕組み
が機能していないのです。その点で言えば行政ばかり
でなく立法機関も司法機関も等しく責任を取ったため
しがありません。裁判所だけはその機能を堅持して欲
しいと願います。虐げられ踏み躙られた主権者たちの
最後の頼みである司法はその本来の役割を果たさな
ければなりません。裁判所という過去の判例や因習に
縛られた法曹界の特殊言語のような論理や方法論から
一度一人の人間に立ち返り司法判断をしていただきた
いのです。この九州でフクイチのような過酷事故が起こ
ればここにいる人たちはすべて被害者となる可能性が
あるのです。原告も原告弁護団も被告代理人の皆さん
も裁判官の皆さんも傍聴席の皆さんもここには不在な
被告の皆さんも……。
　いかに立派な法があろうとその解釈によってボーダ
ーが設けられ見捨てられる主権者が出ることはあって
はなりません。権力側の恣意的な法解釈を鵜呑みにす
るようでは裁判所の存在理由さえ危ぶまれます。正義・
公正ということが何なのかもう一度一人の人間に立ち

返った上で判事と言う崇高な仕事を遂行していただき
たく思います。
　憲法が制定されて72年、憲法に則った行政や立法、
裁判がどれだけ行われて来たでしょう？　為政者の皆さ
んが憲法改正など口にする昨今ですが、裁判所にはま
ず違憲状態をなくすよう最大の努力を払っていただき
たく思います。近頃頻繁に行われている違憲立法も直
ちに廃止するよう司法判断を仰ぎたいと願っています。
　今日、立法・行政・司法に加えて経済産業界・学会・報
道の六権が癒着しているのではないでしょうか？
　本来権力の暴走を糾弾し歯止めの役割を担うべき
報道と学会と司法がその根源的機能を停止させている
のは残念なことです。明らかに被害者がいるのに誰も
加害責任を取らない社会状況が常態化しています。そ
の責任は歯止め役の三者にもあります。加害者を庇う
という幇助の罪さえ犯しているのではないでしょうか？
　裁判所は三権分立を反故とし法務官僚化しているの
ではないでしょうか？　法は国家や経済産業界のため
にあるのではなく主権者のために存在するものと信じ
ます。どうか裁判所には初心に戻り法の理念を具現化
していただきたいと願ってやみません。
　原発差し止め訴訟は玄海原発だけではなく川内・大
飯・高浜・伊方でも継続しているものと思います。福島
第一原発事故以降、状況が変わり経験に則して新しい
知見や学説も生まれました。新しい学説や科学的知見
が出るということはそれまでの定説も仮説のひとつに
帰すということです。地震学会や低線量被曝等の新し
い知見が出た以上、予防原則に基づくリスク回避をす
るのが国民の生命や財産を守るために国が取るべき
唯一の措置です。
　スポーツの世界であれば試合中反則が疑われれば
試合を止めてジャッジをします。裁判もジャッジです。少
なくともジャッジに入った時は試合つまり原発を止め
て審議すべきです。
　水俣の有機水銀汚染もあれだけ被害が広がってしま
ったのは、1956年に水俣病公式確認をしながら、他方
で1968年の政府による公害認定までの12年間チッソ
の排水を止めることなく垂れ流しを放置したからです。
　以上のことを踏まえ裁判官の皆様におかれましては
どうか過去の権力に擦り寄った判決などに縛られるこ
となく裁判官としての理性と良心にもとづき公明正大
なご判断をお願いいたします。


